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研究要旨 

 本研究の目的は、①医療機関の属性別に看護の業務効率化の取組を把握し、業務効率化が進

んだ業務と進まない業務、業務効率化の促進要因や阻害要因を明らかにする。②医療機関の属

性別に病棟看護師の業務内容別従事時間の実態をタイムスタディにより明らかにし、直近６年

間の変化を明確にする。③医療機関の属性別に看護業務効率化に関する病棟看護師の意識を明

らかにする。④病院の看護業務効率化の取組・成果に関する事例から、看護業務効率化等の取

り組みの具体的内容および促進・阻害要因に関する認識を明らかにすることである。これによ

り、効率的な看護業務推進の評価に係る実態把握および看護業務効率化等の促進要因を分析す

ることで、その推進方策を提言する。調査対象は、平成 30年度厚生労働科学研究「看護業務の

効率化に関する実態調査研究」においてタイムスタディ調査を実施した 50病棟のうち、承諾を

得られた 42施設 44病棟であり、研究期間は令和 6年 4月から令和 8年 3月である。調査は、

①病院の看護業務効率化の取組に関する調査、②病棟看護のタイムスタディ、及び、病棟の看

護業務効率化の取組に関する調査、③病棟看護師の看護業務効率化に関する意識調査、④病院

の看護業務効率化の取組・成果に関する事例調査の 4つの調査で構成した。調査方法は、①④

は、病院における看護組織の実態把握、②③は看護業務行為時間や意識について平成 30年度と

の比較分析を実施する。 

 令和 6年度は①②③調査のデータ収集が完了し、集計を開始している。また、④調査は引き

続きインタビュー調査を実施する。 令和 7年度は、引き続き集計、分析を行う。 
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Ａ．研究目的 

本研究では、医療機関における看護業務の

実態、及び、看護業務効率化やタスク・シフ

ト/シェア（以下、看護業務効率化等）が進

んだ業務と進まなかった業務の明確化、その

促進要因と推進方策を明らかにする。 

超高齢少子化等により医療・介護ニーズが

増大する中、質が高く効率的な医療提供体制

を地域の実情に合わせて構築する必要がある

が、生産年齢人口の減少による人材不足も推

測されている。また、デジタル技術の急速な

進展を背景に医療分野においても DXが進め

られている。 

質が高く効率的な医療を提供する上で医師の

働き方改革が喫緊の課題となり、タスク・シ

フト/シェアを進めるべく令和３年に医政局

長通知が発出された。タスク・シフト/シェ

アを進めるには、ICT 機器の導入等による業

務全体の縮減を行うほか、看護師から別の職

種へのタスク・シフト/シェアにもあわせて

取り組む必要がある。限られた看護人材で質

の高い看護を提供するには、専門性がより発
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揮できるように看護業務効率化等を推進する

必要があり、令和元年から「看護業務効率化

先進事例収集・周知事業」が実施された。 

一方、平成 30年度「効率的な看護業務の

推進に向けた実態調査研究」で医療機関の属

性別に看護業務の実態と業務効率化の意識が

明らかにされたが、その後の実態はわからな

い。今後、看護業務の効率化を推進するに

は、この間の取組の実態と看護業務の変化を

明らかにし、さらなる推進策を検討する必要

がある。 

以上より、本研究の目的は、①医療機関の

属性別に看護の業務効率化の取組を把握し、

業務効率化が進んだ業務と進まない業務、業

務効率化の促進要因や阻害要因を明らかにす

る。②医療機関の属性別に病棟看護師の業務

内容別従事時間の実態をタイムスタディによ

り明らかにし、直近６年間の変化を明確にす

る。③医療機関の属性別に看護業務効率化に

関する病棟看護師の意識を明らかにする。④

病院の看護業務効率化の取組・成果に関する

事例から、看護業務効率化等の取り組みの具

体的内容および促進・阻害要因に関する認識

を明らかにすることである。これらの目的に

関する研究結果の統合を通し、医療機関の実

情に合わせて看護の専門性がより発揮できる

ような看護業務効率化の推進方策を提言す

る。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究班は平成 30年度、「効率的な看護業

務の推進に向けた実態調査研究」（研究代表

者 坂本 すが）により医療機関の属性別に看

護業務の実態と業務効率化の意識を明らかに

した。 

令和 6年度は、平成 30年度と同じ調査協

力病院（都市部・地方部別（都市部は東京都

特別区および政令指定都市、地方部はそれ以

外）に病床規模区分（199 床以下、200床～

499 床、500床以上）、病床機能区分（急性

期：7 対 1配置加算、慢性期：7 対 1配置加

算以外）ごとに 4から 5病棟を選定すること

とし、機縁法により 47病院の 50病棟を対象

とした。調査は看護業務 85項目（表 1）を用

い、平成 30年度の調査時期と同時期に実施

した。 

目的①に対し、病院の看護部門全体のタス

ク・シフト/シェアや看護業務効率化の実態

を把握する目的で、タイムスタディ実施病院

の看護部長へ自記式質問紙調査を実施した

（調査１）。 

 同時に、目的②に対し、効率的な看護業務

の推進状況を評価することを目的に、病棟に

おける看護業務内容の実態と 2018年度以

降、直近 6年間の変化を明らかにするために

3日間のタイムスタディ調査を実施した（調

査 2-1）。あわせて、タイムスタディを対象と

した病棟の看護業務効率化に向けたタスク・

シフト/シェアや ICT活用の状況と成果を明

らかにする目的で病棟師長を対象に自記式質

問紙調査を実施した（調査 2-2）。次いで、目

的③に対し、病棟看護師の看護業務効率化に

関する意識の変化を明らかにするために、タ

イムスタディを実施する病棟の 2年目以上の

看護師すべてを対象として、自記式質問紙調

査を実施した（調査 3）。 

 これらの調査を進めながら、記述のみでは

得られない情報をさらに収集するために、目

的④に対し、タイムスタディ実施病院の看護

部長を対象に半構造的インタビュー調査を実

施した（調査 4）。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は東京医療保健大学ヒトに関する研

究倫理審査（番号：T24-038）を受審し、承

認を得たうえで実施した。対象者には研究の

目的、方法、内容、研究協力および同意撤回

の自由、データの取り扱い等について郵送し

た書面で説明し、紙面にて同意を得た。 

 

 

Ｃ．研究結果 

調査 1.「病院の看護業務効率化に関する調

査」の概要 
 令和6年度に調査①の協力承諾が得られた
のは、平成30年度の調査協力同施設47病院の
うち、41施設の看護部長41名であった。調査
方法はWebによる自記式質問紙調査法で実施
した。調査にあたって、タイムスタディで使
用した看護業務項目84項目（表1）を示しな
がら、回答を求めた。調査項目は、施設と対
象の属性、タスク・シフト/シェアや業務効
率化の取組状況、取組が進んだ業務と進まな
かった業務、取組の促進要因や阻害要因等で
ある。調査は2024年10月～2025年1月に実施
した。分析方法は、単純集計と内容分析を行
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った。 
 対象者の属性は、看護部長の経験年数の平
均は5.07年であり、認定看護管理者資格あり
が25名（61.0％）であった。所属施設の属性
は、規模別では、小規模：199床以下 10施
設（24.4％）、中規模：200床～499床 21
施設（51.2％）、大規模：500床以上 10施
設（24.4％）であった。病院として看護業務
効率化の具体的な方針内容は【DX導入・活
用】【他職種へのタスク・シフト/シェア】
【看護補助者の雇用と活用】【組織体制・業
務システムの構築】【委託業者の活用】であ
った。看護部門としての看護業務効率化の方
針の具体的な方針内容は、【他職種とのタス
ク・シフト/シェアや協働】【IT・DXの導入
と活用】【業務プロセス・看護物品の見直
し】【時間管理】【看護記録効率化の検討】
などであった。院内で活用をしているICT医
療機器・システムは、「電子カルテ」（10
0％）、「クリニカルパスシステム」（80.
5％）、「オーダリングシステム」（75.
6％）などであった。 
2018年以降、現在までに看護業務効率化に関
して看護部門全体で取り組んだ具体的内容
は、【他職種・看護補助者へのタスク・シフ
ト/シェア】【ICTの導入】【看護記録方法の
改善】【看護業務フローや用具の改善】【入
退院部門の機能の強化・改善】【クリティカ
ルパスの活用と推進】などであった。これら
の取り組みに対する効果や成果は、【労働管
理の効率化と改善】【業務フローの効率化と
患者ケアの充実】【看護記録の効率化と質の
向上】【情報共有の効率化と充実】【看護管
理業務の効率化】【会議運営の効率化】【事
務作業の軽減】などであった。また、看護部
長が認識する看護業務効率化の効果・成果が
促進された要因は、「各所属看護管理者の協
力」（58.5％）、「各部門（他職種）の協
力」（43.9％）、「看護補助者への研修」
（26.8％）などであった。逆に阻害要因とな
っているものは、「各部門（他職種）の人員
不足」（48.8％）、「看護補助者の人員不
足」（46.3％）、「タスク・シフト/シェア先
の他職種部門の合意が得られない」（34.
1％）、「組織全体の推進体制（プロジェク
トや委員会）がない」（26.8％）、「看護師
の人員不足」（24.4％）などであった。 
 看護補助者へのタスク・シフト/シェアに
おける課題は、「あり」が39件であり、具体
的には【人員確保と定着の困難】【看護師・
補助者の意識改革と育成】【継続教育体制の
不足】【業務範囲の制約】【配置や活用の困
難】【組織化・仕組みの欠如】などであっ
た。今後、看護業務効率化の取り組みを推進
するうえで最も感じている看護管理上の困難
や課題は、【意識改革・組織化への困難】

【人員不足と定着困難】【職員教育の課題】
【ICT導入のための予算不足】【医師・多職
種との協働の困難】【ICT導入・活用の課
題】【公的な記録の多さ】【時間確保の困
難】などであった。 
 これらから、病院の看護業務のタスク・シ
フト/シェアおよび業務効率化は、多くの施
設が取り組んでおり、一定の効果や成果を感
じていることが示唆された。一方、困難や課
題も抽出された。令和7年度は、結果をもと
に、他の調査と統合し、さらに分析と考察を
進める。 
 
調査２-１，２-２「病棟看護のタイムスタデ
ィ、および病棟の看護業務効率化の取組に関
する調査」の概要 
効率的な看護業務の推進状況を評価するた

めに、病棟における看護師の看護業務内容（8
4項目）別勤務時間数を明らかにするタイムス
タディ調査と、病棟における看護業務効率化
の取り組み状況を明らかにするための病棟師
長アンケート調査を実施した。 
調査対象は、平成30年度厚生労働科学研究「看
護業務の効率化に関する実態調査研究」にお
いてタイムスタディ調査を実施した50病棟で
ある。承諾を得られた44病棟（タイムスタデ
ィ調査は43病棟）で調査を実施し、調査票の
回収（タイムスタディ調査は看護師794名、病
棟師長アンケート調査は44名）、データ入力・
チェックまで終了した。病棟師長アンケート
調査は一部集計を行った。調査時期は2024年
11月～12月中の3日間（平日2日、休日1日）。
タイムスタディの調査項目は、勤務時間中の
看護業務内容（10分毎に84項目から選択・チ
ェック）とともに、調査日の勤務時間帯、日
勤・夜勤の別、リーダー業務・スタッフ業務の
別等であった。病棟師長アンケート調査の調
査項目は、病棟の基本的属性、病棟の看護師等
の人員体制、看護要員の勤務体制、病棟におけ
るICT関連機器・システムの活用状況と活用
希望、病棟における看護業務の効率化の取組
状況と成果（看護補助者、クラーク、他の医療
職へタスク・シフト/シェアしている業務、IC
Tを活用している業務、看護師の実施時間が減
少した業務等）である。 
病棟看護のタイムスタディでは、43病棟に

おける看護師794名の看護業務内容（84項目）
別勤務時間数の実態を調査した。病棟の看護
業務効率化の取組に関する調査では、看護業
務効率化に向けたタスク・シフト/シェアやIC
T活用の状況と成果に関するアンケート調査
を実施し、44名の病棟師長から回答を得た。
令和6年度3月までにタイムスタディのデータ
チェックと病棟師長アンケート調査の単純集
計を終了した。 
病棟師長アンケート調査結果では、42病棟
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（95.5%）において84業務中50業務で看護補
助者（介護福祉士含む）へのタスク・シフト/
シェアが行われ、42病棟（95.5%）において8
4業務中52業務で他の医療職（医師を除く）へ
のタスク・シフト/シェアが行われていた。20
18年以降、看護師の実施時間が減少した業務
として84業務中59業務が挙がった。病棟にお
けるICTの活用状況では、電子カルテ(100％)、
オーダリングシステム（86.4％）、クリニカル
パスシステム(79.5％)、患者見守り支援システ
ム（75.0％）などのICTシステムが活用されて
いた（複数回答）。 
令和7年度は引き続き集計、2018年との比較
分析、病棟背景とのクロス分析を行い、結果
をもとに、他の調査と統合して報告書を取り
まとめる。 
 
調査３の概要 
タイムスタディ調査実施病棟で勤務する2

年目以上の全看護師を対象に、看護業務84項
目ごとの業務移譲可能性（ICTへの移譲も含
む）、およびその具体的な移譲先や方法につ
いての意識、およびICT推進のさらなる可能
性を見据え、対象病棟の看護師のITリテラシ
ーについて自記式質問紙調査をした。調査協
力者は44施設・794名であった。質問項目
は、年齢、経験年数などの属性、ICT活用に
関する意識、看護業務84項目における業務移
譲の可能性および移譲先、業務移譲の影響や
困難に関する自由記述等である。なお、ICT
関連の設問は短縮版ITASH（医療情報通信
技術に対する態度尺度）日本語版から抜粋し
て使用した。分析方法は単純集計と質的分析
である。2025年2月までに調査用紙の回収を
終了し、3月から集計作業を実施している。 
令和7年度は2018年との比較分析や他の調

査結果も踏まえ、考察と結論を進める。 
 
調査４の概要 
看護業務効率化等の取り組みの具体的内容

および促進・阻害要因に関する看護部門責任
者の認識を明らかにすることを目的とし、
「病院の看護業務効率化の取組に関するWeb
調査」において、本インタビューへの協力意
思を示した9病院の看護部長または副看護部

長計9名にインタビューを行った。インタビ
ュー内容は組織における業務効率化の方針、
取り組みの詳細および取り組みを促進した要
因や取り組みにおける困難・課題等である。
令和6年度3月末現在、4名のインタビューが
終了した。令和7年度は、残り5名のインタビ
ューおよびデータの質的分析を行い、他の調
査結果を踏まえ、考察と結論を進める。 
 
 
Ｄ．考察 
 考察は、令和7年度に引き続き検討し、最
終年度に記載する。 
 
Ｅ．結論 
 結論は、令和7年度に引き続き検討し、最
終年度に記載する。 
 
Ｆ．健康危険情報 
   なし 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
  令和6年度はなし 
 2.  学会発表 
  令和6年度はなし、令和7年度予定である 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 1. 特許取得 
  なし 
 2. 実用新案登録 
  なし 
 3.その他 
  なし 
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表 1.看護業務項目 

 

 




